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１．はじめに1 

世界人口の増加や中国、インド等新興国の経済成長に伴い、今後もエネルギー消費量2の

増加が見込まれ、それに対応したエネルギーの安定供給が求められるが、地球温暖化防止

のため、温室効果ガス3の排出を抑える必要もある。一方で、我が国のエネルギーを取り巻

く情勢を見ると、2022年２月からのロシアによるウクライナ侵略や、2023年からのイスラ

エル・パレスチナ情勢の悪化、イスラエル・イラン間の軍事的緊張等をめぐる中東情勢の

緊迫化などから、我が国の原油等の調達に不確実性が増すなど、経済安全保障上の取組を

進める必要性が高まっている。また、我が国は2050年カーボンニュートラル4目標を掲げて

 
1 本稿では、2025年10月８日時点の情報を基にしている（ＵＲＬの最終アクセスの日付はいずれも同日。また、

肩書はいずれも当時のもの。）。 
2 石油換算で、1965 年の 37 億トンから年平均 2.4％増加し、2023 年には 148 億トンとなっている（資源エネ

ルギー庁「エネルギー動向（2025 年６月版）」）。 
3 地球の大気中に存在し、太陽からの熱を閉じ込めて地表を温める働きを持つガスのことで、二酸化炭素（Ｃ

Ｏ2）、メタン（ＣＨ4）、一酸化二窒素（Ｎ2Ｏ）、フロン類等がある。 
4 二酸化炭素などの温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させ、排出量を実質ゼロにすることを意味する。 
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いるが5、諸外国ではカーボンニュートラルに向けた野心的な目標6を維持しつつ、エネル

ギーの安定供給や脱炭素化に向けたエネルギー構造転換を経済成長につなげるための産業

政策の強化がなされている。 

我が国では、生成ＡＩの普及に伴うデータセンターの利用拡大や半導体工場の新増設な

どのＤＸ7に加え、ハイブリッド車や電気自動車などの電動車8や、産業のエネルギー源を脱

炭素化することなどのＧＸ9に伴い、電力需要が増加することが見込まれている。我が国の

エネルギー自給率は15.3％10（2023年度）とＧ７諸国の中で一番低い水準にある中、今後、

電力需要の増加に見合うだけの脱炭素電源を確保できないことにより国内産業への投資が

行われず、我が国の経済成長の機会が失われるような事態は避けなければならない。こう

した課題の解決策の一つとして、フュージョンエネルギー（核融合11エネルギー）への期待

が高まっている。 

本稿では、次世代のエネルギーの一つに挙げられるフュージョンエネルギーに関し、政

府等の施策や、諸外国等の動向等について概観するとともに、国会における最近の主な議

論を紹介する。 

 

２．フュージョンエネルギーとは 

 物質をつくる最も小さい粒子である原子は原子核と電子に分解できるが、そのうちの原

子核は陽子と中性子からなっている。質量の小さな原子核同士が融合して、別の少し大き

な原子核となる核融合反応が起こると（図表１）、その反応前後で陽子、中性子同士の結合

エネルギーが変化することにより、質量がわずかに失われるとともに膨大なエネルギーが

発生する。このエネルギーがフュージョンエネルギーである。これは、太陽が発するエネ

ルギーと同じ原理であるため、「地上の太陽」とも呼ばれる。 

 

 
5 菅内閣総理大臣所信表明演説（衆議院本会議及び参議院本会議、2020.10.26）で「我が国は、2050 年までに、

温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち 2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を

目指す」ことを宣言した。また、2021 年４月、菅内閣総理大臣は、地球温暖化対策推進本部及びアメリカ主

催の気候サミットにおいて、「2050 年目標と整合的で、野心的な目標として、2030 年度に、温室効果ガスを

2013 年度から 46％削減することを目指す。さらに、50％の高みに向けて、挑戦を続けていく」ことを表明し

た。 
6 我が国を含む 120 以上の国・地域が 2050 年までのカーボンニュートラル実現を目標としている。 
7 デジタルトランスフォーメーションの略。デジタル技術を用いて社会やビジネスモデルを変革することであ

り、半導体はその実現を支える基盤技術となる。 
8 エンジンのみではなく、電化することによりＣＯ₂の排出低減を実現する主な自動車。現在の市販車は、主に

ハイブリッド車（ＨＥＶ）、プラグインハイブリッド車（ＰＨＥＶ）、電気自動車（ＢＥＶ）、燃料電池車（Ｆ

ＣＥＶ）の４つ。 
9 グリーントランスフォーメーションの略。温室効果ガスの排出削減と経済成長の両立に向けた社会変革の取

組を指す。 
10 資源エネルギー庁「エネルギー白書 2025」（2025 年６月）27 頁。なお、同白書のＩＥＡ「World Energy Balance 

2024」から引用した 2022 年データによれば、他のＧ７のエネルギー自給率は、アメリカ 106.7％、イギリス

67.5％、フランス 49.3％、ドイツ 35.3％、イタリア 22.4％、カナダ 188.6％である。 
11 本稿では、「フュージョン」と「核融合」の用語を両方とも同義の意味で使っている。なお、フュージョンエ

ネルギーは、核融合発電として取り上げられることが多いが、航空機の小型動力源や船舶の海洋推進器、住

宅のオフグリッド（自家発電設備）、ロボット、自動車燃料としての水素製造・合成燃料製造、ロケットの宇

宙推進器などへの多面的な活用が見込まれている。 
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図表１ 核融合反応 

    

 

なお、フュージョン（Fusion、核融合）に対してフィッション（Fission、核分裂）は、

重い原子核が分裂し、より軽い原子核に分かれる反応を指している。原子力発電は、ウラ

ンなどの原子核に中性子を当てて核分裂を起こし、その際に放出されるエネルギーを利用

している。 

核融合の原理としては、水素の軽い原子核同士が結合し、ヘリウムなどのより重い原子

核に変わる際に莫大なエネルギーが放出される（図表２）。この核融合反応を利用した発電

では、例えば、水素の同位体12である重水素と三重水素（トリチウム）が燃料13となる。 

 

図表２ 核融合の原理 

 
 

 

 

 

このフュージョンエネルギーの主な特徴として、①発電の過程において二酸化炭素を発

生させない、②燃料は海水中に豊富に存在し、ほぼ無尽蔵に生成可能な上に、少量の燃料

から膨大なエネルギーを発生させることが可能である14、③燃料の供給や電源を停止する

ことにより核融合反応が停止する、④発生する放射性廃棄物は低レベルのみ、といったこ

とが挙げられる15。しかし、こうした一方で、①未完成の技術であり研究開発中である、②

低レベル放射性廃棄物の大量排出が懸念される16、③核融合炉は巨大な施設であるため、そ

の経済性が問われる17、などの課題も指摘されている18。 

 
12 原子核中の陽子の数は同じであるが、中性子の数が異なる原子のこと。 
13 重水素と三重水素が最も核融合反応を起こしやすいとされているが、放射性物質である三重水素の扱いが問

題であるため、非放射性である核融合として、①重水素同士、②重水素とヘリウム３（ヘリウムの同位体）、

③水素とホウ素なども構想されている。 
14 燃料となる重水素、三重水素のうち、重水素は自然界の海水に豊富に含まれているが、三重水素はごくわず

かにしか存在しない。しかし、三重水素は、核融合炉内で中性子とリチウムを反応させて自己生産できる。

つまり、重水素と三重水素の核融合反応によりエネルギーを生産すると同時に三重水素を生産することにな

るため、燃料の実質的な資源量はリチウムにより決まる。そのリチウム自体は、海水中に低濃度で豊富に存

在している。なお、燃料１グラムから石油８トン分のエネルギーが作り出せるとされる。 
15 これら主な特徴の②～④が原子力発電との違いでもある。 
16 例えば、中性子を受け止める核融合炉内の内壁（ブランケット）など低放射化材料の開発が進められている。 
17 将来的には、モジュール化（核融合炉を構成する部品を規格化し、工場で製造したものを建設現場で組み立

てる方式）による建設費の削減が重要となる。 
18 山﨑耕造『よくわかる最新核融合の基本と仕組み』（秀和システム、2023 年）40～41 頁 

（出所）内閣府イノベーション政策強化推進のための有識者会議「核

融合戦略」（【参考資料】「フュージョンエネルギーの実現に

向けた安全確保の基本的な考え方について」）（2025.3.25） 

(出所)文部科学省ウェブサイト「核融合エネルギーの実現に向け

て」<https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/fusion/> 
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３．政府等の主な施策 

（１）「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」等 

フュージョンエネルギーについては、次世代のクリーンエネルギーとして、世界各国が

大規模な投資を実施し、特にアメリカやイギリス、ドイツにおいてフュージョンエネルギー

の産業化を目標とする国家戦略を策定し、国策として自国への技術、人材の囲い込みを強

めている。 

こうした中、政府においては、フュージョンエネルギーをエネルギー・環境問題の解決

策や新たな産業として捉え、構築されつつある世界のサプライチェーン競争に我が国も時

機を逸せずに参入していくとしている。このため政府は、フュージョンエネルギーの実現

に向けた具体的な道筋をつけるとともに、我が国の民間企業の更なる参画の促進、産学官

の連携推進、民間投資の呼び水となる具体的なアクションを盛り込むとして、統合イノベー

ション戦略推進会議の下に、イノベーション政策強化推進のための有識者会議「核融合戦

略」（以下「核融合戦略有識者会議」という。）を設置して検討を行い、2023年４月に「フュー

ジョンエネルギー・イノベーション戦略」（統合イノベーション戦略推進会議決定）を策定

した。また、フュージョンエネルギーの実現は、産業振興を通じた産業競争力の強化及び

エネルギーを含む我が国の自律性の確保を通じた経済安全保障の強化に資することから、

戦略、法制度、予算、人材面での強化が必要であるとして、世界に先駆けた2030年代の発

電実証を目指すとともに、フュージョン産業エコシステム19の構築に向け、2025年６月に同

戦略を改定した（図表３）。 

 

図表３ 改定「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」（概要） 

 
（出所）統合イノベーション戦略推進会議「【概要】フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」（2025.6.4改定） 

 
19 企業、大学、研究機関、政府機関などが連携して、新たなサプライチェーンを構築し、ビジネスを創出する

取組。 
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同戦略では、フュージョンエネルギーの早期実現と産業化を目指し、「安全確保の基本的

な考え方」の策定（後述（４）参照）、スタートアップを含めた官民の研究開発力の強化、

ＱＳＴ(国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構)等における実証試験施設群の整備等

の取組を加速するとしている。 

また、フュージョンエネルギーの社会実装に向け、実施主体の在り方やサイト選定の進

め方、安全確保に向けた取組、技術開発から事業化に至るまでのビジネスモデル、将来の

フュージョン装置のコストやファイナンス、円滑な技術移転を進めるための方策等を検討

する必要があるとしている。このため、内閣府にタスクフォースを設置し、関係省庁の協

力を得つつ、社会実装を目指すに当たって考慮すべき課題を検討し、産業の予見性を高め

る観点から、諸外国や異なる技術分野の状況も参考に2025年度中の取りまとめを目指すと

している(後述（５）参照)。 

さらに、産学官連携で取り組む推進体制を構築するため、①内閣府が政府の司令塔とな

り、関係省庁と一丸となって推進すること、②原型炉20開発に向けてＱＳＴを中心に、アカ

デミアや民間企業を結集して技術開発を実施する体制、民間企業を育成する体制を構築す

ること、③ＱＳＴ等のイノベーション拠点化を推進すること、④フュージョンエネルギー

に携わる人材を戦略的に育成するため、大学間連携・国際連携による体系的な人材育成シ

ステムを構築すること、⑤国民の理解を深めるアウトリーチ活動を実施することを取り上

げている。特に①に関しては、同戦略を推進する際、国としてのコミットメントを明確に

する観点から、世界に先駆けた2030年代の発電実証の達成に向けて、必要な官民の取組を

含めた工程表を作成するとともに、変化する市場や研究の進展等に対応するため、ＥＢＰ

Ｍ21も活用しながら本戦略の定期的な改定を行うとしている。 

こうした同戦略以外でも、「第７次エネルギー基本計画」（2025年２月18日閣議決定）に

おいて、次世代革新炉22の一つとして、フュージョンエネルギーを取り上げ、その研究開発

等を進めるとともに、サプライチェーン・人材の維持・強化に取り組むとしている。「統合

イノベーション戦略2025」（同年６月６日閣議決定）や、「経済財政運営と改革の基本方針

2025」（骨太の方針2025）、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2025年改訂

版」（いずれも同年６月13日閣議決定）においては、先端科学技術の戦略的な推進として、

重要分野の一つにフュージョンエネルギーを位置付け、研究開発の推進や次世代革新炉の

開発・設置、早期実現に向けた取組などについて、それぞれ言及がなされている。 

 

（２）フュージョンエネルギー関係予算の概要 

フュージョンエネルギー関係として、文部科学省では、令和７年度予算で約207億円、令

和６年度補正予算で約94億円がそれぞれ措置された。その内訳は、ＩＴＥＲ（国際熱核融

 
20 新たな形式の動力炉を開発する場合、技術的性能の見通しや大型化への技術的課題の摘出、経済性の目安を

得ること等を目的として作られるもの。 
21 Evidence-based Policy Making（エビデンスに基づく政策立案） 
22 フュージョンエネルギーだけでなく、革新軽水炉、小型軽水炉、高速炉、高温ガス炉を含む。 
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合実験炉）計画23の推進に約139億円、ＢＡ（幅広いアプローチ）活動24の推進に約60億円、

原型炉実現に向けた基盤整備に約７億円となっている（図表４）。内閣府では、フュージョ

ンエネルギー・イノベーション戦略の推進として約６百万円にとどまる。 

また、令和８年度予算概算要求では、文部科学省25に約309億円が計上され、その内訳は、

ＩＴＥＲ計画に約219億円、先進的核融合研究開発に約90億円となっている。また、内閣府

ではフュージョンエネルギー・イノベーション戦略の推進として約12億円が計上された。 

 

図表４ フュージョンエネルギー関係予算 

 
（出所）文部科学省科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会核融合科学技術委員会原型炉開発総合戦略

タスクフォース（2025.2.12）配付資料１を一部加工 

 

（３）フュージョンエネルギーの研究開発の方針 

フュージョンエネルギーの研究開発については、ＩＴＥＲ計画等への参画を通じて科学

的・技術的実現性を確認した上で、原型炉への移行を判断するとともに、文部科学省科学 

 
23 ＩＴＥＲ計画は、1985 年の米ソ首脳会談（スイス・ジュネーブで開催）でフュージョンエネルギーの国際共

同開発に合意して以降、数十年にわたるプロジェクトとなって進められてきている。平和目的のための核融

合エネルギーが科学技術的に成立することを実証するために人類初の核融合実験炉を実現しようとする超大

型国際プロジェクトである。日本・欧州連合（ＥＵ）・アメリカ・ロシア・韓国・中国・インドの７極（33 か

国）が協力し、世界最大のトカマク型装置（脚注 26 参照）がフランスのサン・ポール・レ・デュランスに建

設されている。なお、「ＩＴＥＲ」はラテン語で道を意味し、核融合実用化への道・地球のための国際協力へ

の道という願いが込められている。 
24 幅広いアプローチ（Broader Approach：ＢＡ）活動とは、核融合エネルギーの早期実現を目指して、ＩＴＥ

Ｒ計画の効率的・効果的な研究開発を支援・補完するとともに、将来の核融合原型炉実現のために必要な炉

工学研究やプラズマ物理研究などの先進的核融合研究開発を行う活動で、欧州連合（ＥＵ）と締結した幅広

いアプローチ協定の下、三つの事業を共同で実施している。 
25 文部科学省では本文記載以外に別途計上された経費がある。 



立法と調査　2025.10　No.479
102

7 

 

技術・学術審議会研究計画・評価分科会核融合科学技術委員会等における議論を踏まえ、

原型炉に必要な技術開発の進捗を定期的に確認しつつ、研究開発を推進していくとしてい

る（図表５）。 

 改定された「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」においても、フュージョ

ンテクノロジーの開発戦略として、ＩＴＥＲ計画／ＢＡ活動及び関連する国内研究開発を

通じてフュージョンエネルギーのコアとなる技術開発の推進に加え、未来の可能性を拓く

挑戦的な研究も支援するとしている。特にフュージョンエネルギーの早期実現と産業化を

目指し、ＩＴＥＲ計画／ＢＡ活動等で培った技術や人材を最大限活用し、技術成熟度を高

めるべく、スタートアップを含めた官民の研究開発力を強化するとしている。また、世界

に先駆けた発電実証を目指し、技術成熟度を客観的・横断的に評価しつつ、原型炉開発と

並行し、トカマク型、ヘリカル型、レーザー型26等多様な方式の挑戦を促すとしている。 

 

図表５ フュージョンエネルギー・イノベーション研究開発の全体像 

 
（出所）内閣府科学技術・イノベーション推進事務局「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略 

～国家戦略の改定に向けて～」（2025.5.15） 

 

（４）フュージョン装置27の安全規制の検討 

 「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」を踏まえ、新たな産業育成や原型炉

 
26 核融合発電の方式の種類であり、大きくは①磁場閉じ込め方式、②慣性閉じ込め方式に分かれ、①にトカマ

ク型とヘリカル型があり、②にレーザー型がある。 
27 「軽い原子核同士が融合して別の原子核に変わる際に放出されるエネルギー（フュージョンエネルギー）を

使用する装置」を指す。なお、我が国で現行のフュージョン装置としては、世界最大のトカマク型超伝導プ

ラズマ実験装置「ＪＴ-６０ＳＡ」（茨城県那珂市、ＱＳＴ）や大型ヘリカル装置（ＬＨＤ）（岐阜県土岐市、

ＮＩＦＳ：大学共同利用機関法人自然科学研究機構核融合科学研究所）、レーザー方式装置（大阪大学レー

ザー科学研究所）等がある。 
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開発の促進を念頭に置き、フュージョン装置の安全確保に係る検討28を進めるべく、その前

提となる指針について、核融合戦略有識者会議により「フュージョンエネルギーの実現に

向けた安全確保の基本的な考え方について」（2025年３月25日）が策定された。そこでは、

一般公衆及び従事者の放射線障害の防止や、通常運転時及び事故時における人々と環境へ

の放射線リスクの評価・管理という安全確保原則の下、機敏な規制の検討や具体的なリス

クの大きさに応じた規制の適用という科学的・合理的なアプローチのほか、明確な規制・

安全確保の体系の早期検討などが示されている。また、今後検討すべき課題として、①法

的な枠組み、②安全確保の枠組みを検討する体制、③知見の蓄積、④セキュリティと不拡

散が挙げられている。 

特に課題①の法的な枠組みに関し、現行の原子炉等による災害を防止するための原子炉

等規制法29は、原子力基本法30上の原子炉の運転や核原料物質及び核燃料物質の利用等を規

制対象としているため、原子力基本法上の原子炉や核原料物質及び核燃料物質の定義に該

当しないフュージョン装置については規制対象外とした。一方、現行のＲＩ法31は、放射性

同位元素の使用や放射線発生装置の使用等を規制対象としていることから、燃料に三重水

素を使用し放射線の発生が想定されるフュージョン装置については規制対象になり得ると

した。こうした現行法を踏まえ、新たなフュージョン装置建設の際、将来的には規制の法

体系の在り方も含め検討する必要があるとしつつも、現存のフュージョン装置と同程度の

リスクであれば、当面は現行ＲＩ法の対象として、同法に基づく放射線防護の観点から規

制を継続することが適当とされた32。 

 

（５）フュージョンエネルギーの社会実装に向けた検討 

 2025年５月30日の核融合戦略有識者会議では、「フュージョンエネルギー・イノベーショ

ン戦略」の改定を踏まえ、同有識者会議の下に、フュージョンエネルギーの社会実装を目

指すに当たって考慮すべき課題について検討するため、産業界や核融合の専門家に加え、

基礎研究の社会実装・事業化に知見を有する有識者で構成される「フュージョンエネルギー

の社会実装に向けた基本的な考え方検討タスクフォース」（以下「社会実装タスクフォース」

という。）の開催が決定された。 

社会実装タスクフォースでの主な検討事項としては、総論として、①実施主体の在り方、

②サイト選定の進め方、③社会実装に繋がる発電実証の定義、④安全確保に向けた取組、

産業関係として、①技術開発から事業化に至るまでのビジネスモデル、②原型炉やパイロッ

トプラントをはじめとする将来のフュージョン装置のコストやファイナンス、技術関係で

は、①現状の技術成熟度の評価、②円滑な技術移転を進めるための方策が、それぞれ示さ

 
28 原子力規制委員会も核融合発電の安全確保のための新ルールを検討するとしている（『日本経済新聞』

（2025.8.15））。 
29 「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（昭和 32 年法律第 166 号） 
30 「原子力基本法」（昭和 30 年法律第 186 号） 
31 「放射性同位元素等の規制に関する法律」（昭和 32 年法律第 167 号） 
32 核融合戦略有識者会議では、新たなフュージョン装置建設の際、装置の形式や技術の多様性を考慮し、個々

のフュージョン装置の想定リスクが一様ではないことに留意した適用を検討する必要があるとしている。 
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れた。これら検討事項については、適宜、核融合戦略有識者会議に報告しつつ、2025年度

中の取りまとめを目指すこととされた。 

 同年９月５日には第１回社会実装タスクフォースが開催され、その際、城内内閣府特命

担当大臣からは、社会実装に際しての課題や論点の洗い出しに加え、「発電実証」の定義を

明確化することが述べられた。 

 

（６）主な政党の動き 

自由民主党の科学技術・イノベーション戦略調査会フュージョンエネルギーＰＴにおい

て、2024年５月及び2025年５月にそれぞれ提言を取りまとめている33。特に2025年の提言で

は、政府の「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」の改定に際し、国家的見地

から、技術開発や産業化に向けた取組を更に具体化し、加速させることにより、フュージョ

ン産業エコシステムを逸早く構築させることが不可欠として、①世界に先駆けた2030年代

の発電実証の実現、②多様な炉型の研究開発、③政府の推進体制の強化の３つの柱を挙げ、

特に③に関してフュージョンエネルギー基本法制定の必要性にも言及している。また、公

明党34や立憲民主党35、国民民主党36、日本維新の会37、参政党38、チームみらい39の各党の政

策でも、核融合若しくはフュージョンエネルギーに関する言及がある。 

 

４．諸外国等の主な動向や我が国の国際協力 

（１）諸外国 

 アメリカでは、2024年に初めて国家戦略を策定し、また、スタートアップ企業40による商

 
33 提言は自由民主党ウェブサイトを参照<https://storage2.jimin.jp/pdf/news/policy/210611_4.pdf>。 
34 2025 政策集に「ＡＩ、量子技術、先端半導体、次世代情報通信基盤、バイオ、再生医療、マテリアル、フュー

ジョンエネルギー、宇宙、海洋など我が国の勝ち筋となる各戦略分野への研究開発投資や人材育成の支援を

進めるとともに、事業環境の整備などの取り組みについて、官民挙げて社会実装を進めます。」、「フュージョ

ンエネルギーの早期実現に向け、新たな国家戦略に基づき、実施主体の在り方やサイト選定の進め方など、

社会実装を促進する取組の在り方について検討を進めるとともに、他国に劣らない資金供給量を確保し、工

学設計等の原型炉開発と並行し、トカマク型、ヘリカル型、レーザー型等多様な方式の挑戦を促します。」と

ある。 
35 政策集 2025 に「次世代のエネルギーとして注目される核融合技術については、主要国の連携の下で進むＩ

ＴＥＲ計画への参画等を通して、その安全性、科学的・技術的実現性について検証します。」とある。 
36 政策 2025（政策各論インデックス）に「データセンターや半導体工場の新規建設による電力需要の大幅増加

も見据え、将来にわたる電力の安定供給を実現する必要があることから、次世代軽水炉や小型モジュール炉

（ＳＭＲ）、高速炉、高温ガス炉、核融合炉、浮体式原子力発電等次世代革新炉の開発・建設（リプレース・

新増設を含む）の推進、使用済燃料の処理・処分に関する革新的技術の研究開発、新たな発電・送電・蓄電

技術や核融合技術の研究開発等をファイナンス面での支援も含めて進めていきます。」とある。 
37 維新八策 2025（個別政策集）に「再生可能エネルギーの導入拡大や送電網整備、洋上風力や地熱発電の推進、

核融合発電を含む次世代原子力発電、そして規制改革と投資促進を通じて、ＧＸ（グリーントランスフォー

メーション）を強力に推進します。」とある。 
38 政策 2025 に「次世代原子力・核融合・新たな火力・水力・バイオマス・水素・地熱など、民間投資だけでは

賄えない分野には特に積極的に国として投資し、日本発の新技術を育成し実用化することで、エネルギー自

給率の向上とエネルギー価格の低減および、世界での新たな分野での主導権確立を推進する。」、「次世代型小

型原発や核融合など新たな原子力活用技術の研究開発を推進。」とある。 
39 政策マニフェスト（テーマ別解説版エネルギー編）において、「核融合技術の研究開発投資を強化」とある。 
40 図表６に挙げた「CFS(Commonwealth Fusion Systems)社」に対し、三井物産と三菱商事が主導する日本の

企業連合も出資した（総額８億 6,300 万ドル、約 1,268 億円、『読売新聞』（2025.8.28）、『電気新聞』

（2025.9.1））。 
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業発電所の建設などの動きがある。イギリスでは、2021年に策定した国家戦略を2023年に

更新し、ドイツも、2024年に国家戦略を策定した。中国においては、核融合の試験施設、

実験炉の建設を開始するなどの動きが見られる（図表６）。 

 

図表６ 諸外国の主な動向 

 

（出所）文部科学省科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会核融合科学技術委員会（2025.9.12）配付資料 

４より作成 

 

（２）ＩＴＥＲ計画  

 我が国を含めた世界７極の国際約束41に基づき、実験炉の建設・運転を通じてフュージョ

ンエネルギーの科学的・技術的実現可能性を実証するＩＴＥＲ計画が進められている。建

設地のフランスでは、ＩＴＥＲの建設作業が本格化しており、2024年７月には主要機器で

技術的に最も困難な超伝導トロイダル磁場コイルの全機納入42など、各極及びＩＴＥＲ機

構において機器の製造や組立・据付などが進展しており、2034年の本格運転開始が目指さ

れている43。技術目標としては、①核融合燃焼の実証、②炉工学技術の実証、③エネルギー

の取り出し試験が挙げられている。また、我が国と欧州との国際約束44に基づき、ＩＴＥＲ

計画を補完・支援するとともに、ＩＴＥＲ計画の次の段階として発電実証を行う原型炉に

必要な技術基盤を確立するために、先進的研究開発であるＢＡ活動が推進されている。 

 
41 「イーター事業の共同による実施のためのイーター国際核融合エネルギー機構の設立に関する協定」（2006

年 11 月署名、2007 年 10 月発効） 
42 図表４を参照。 
43 『日本経済新聞』（2024.11.23）、『日本経済新聞』（2024.11.28）等 
44 「核融合エネルギーの研究分野におけるより広範な取組を通じた活動の共同による実施に関する日本国政府

と欧州原子力共同体との間の協定」（2007 年２月署名、同年６月発効） 
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（３）我が国の国際協力 

我が国は、ＩＴＥＲ計画及び日欧協力のＢＡ活動を推進しつつ、アメリカ、中国、韓国

等との学術的な共同研究、人材交流等を推進している。二国間協力では、アメリカや欧州

等との研究協力の実施取決め等の下、研究交流の実施、年１回の会議開催など情報共有・

意見交換を行っている。2024年４月には、文部科学省がアメリカのエネルギー省と「フュー

ジョンエネルギーの実証と商業化を加速する戦略的パートナーシップに関する共同声明」

を発表した。また、多国間協力では、同年６月にイタリア・プーリアで開催のＧ７首脳の

成果文書にフュージョンエネルギーに関する記述45が盛り込まれた。この文書に基づき、同

年11月にＧ７作業部会及び世界フュージョン・エネルギー・グループの創立閣僚級会議が

イタリア・ローマで開催された。なお、その他の国際戦略については図表７のとおり。 

 

図表７ フュージョンエネルギーにおける国際戦略 

 
（出所）文部科学省科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会核融合科学技術委員会（2025.9.12）配付資 

 料４ 

 

５．国会における最近の主な議論 

 フュージョンエネルギーについては、国会においても様々な議論がなされている。 

 
45 Ｇ７首脳の成果文書(Ｇ７プーリア首脳コミュニケ)において、「フュージョンエネルギーに関するＧ７作業

部会の設立を約束する。フュージョンの規制に対する一貫したアプローチに向けて取り組む。フュージョン

エネルギーにおける協力を促進するため、世界フュージョン・エネルギー・グループ ”World Fusion Energy 

Group”の創立閣僚級会議をローマで主催するという、イタリアとＩＡＥＡの意思決定を歓迎する。」とされ

ている。 
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（１）フュージョンエネルギーの実現に向けた取組 

フュージョンエネルギー分野で莫大な投資が求められる中、財政的支援や官民連携など

について問われた。 

城内内閣府特命担当大臣からは、2025年６月に改定した「フュージョンエネルギー・イ

ノベーション戦略」に基づき、フュージョンエネルギーの早期実現と産業化に向けた取組

を加速することが極めて重要であるとした上で、具体的には社会実装に向けた様々な課題

の検討を行う内閣府タスクフォースの設置、世界に先駆けた発電実証の達成に向けた工程

表の作成、光学設計や実規模技術開発など原型炉開発を見据えた研究開発の更なる加速、

スタートアップを含めた官民の研究開発力強化のほか、ＩＴＥＲ機構の日本人職員数の増

加や調達への日本企業の参画促進、ＱＳＴなどのイノベーション拠点化の推進といった施

策を進めることが重要とした。また、これまでのＩＴＥＲ計画等を通じて培ってきた技術

や人材を最大限活用し、その果実を国内に還元することも重要であり、今後とも、内閣府

が司令塔となり、新たな国家戦略に記載された取組に必要な予算を確保し、関係省庁とと

もに官民連携して取り組む旨答弁があった46。 

 

（２）核融合へ投資していくことの適切性 

 政府が「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」を改定し、2030年代までに実

証を目指すことを明記する方向にある一方、気候危機打開には2030年までの温室効果ガス

排出削減が重要としているが、核融合の開発目標と気候危機打開の時間軸、あるいは技術

面、コスト面から核融合に投資していくことが適切なのかについて、アドバイザリー・ボー

ド47の参考人に問われた。 

鈴木長崎大学客員教授からは、核融合の研究開発はエネルギー政策に乗るものではない

が、実証炉の研究開発を評価する仕組みを持たない中で積極的に投資を行うのは危険であ

り、評価機関をしっかりとつくるべき旨答弁があった。また、大島龍谷大学政策学部教授

からは、核融合をエネルギー源として考えるのは問題であり、大風呂敷を広げて夢がある

からお金を国が使うのはおかしい旨答弁があった48。 

 

（３）海外の資源に依存しない国産エネルギーへの投資、実用化 

 化石燃料に依存しないという意味で、海外の資源に依存しないでよい、安全性の高い核

融合発電への大胆な投資を行うことや、実用化を推進していくことについて問われた。 

石破内閣総理大臣からは、核融合は非常に大事と思っており、着実な技術の進展を目の

当たりにする中、30年前から政府としても取組を強化しつつ、いかにして他国に依存しな

いかは、国家の安全保障として極めて重要なことと認識している旨答弁があった49。 

 

 
46 第 217 回国会参議院内閣委員会会議録第 23 号 17 頁（2025.6.17） 
47 有識者による衆議院原子力問題調査特別委員会の助言機関として設置されたもの。 
48 第 217 回国会衆議院原子力問題調査特別委員会議録第４号（2025.6.3） 
49 第 216 回国会衆議院予算委員会議録第４号 47 頁（2024.12.11） 
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（４）我が国の核融合技術開発と国際的な試験研究の状況 

今後、我が国が核融合技術開発に向けてどのように進んでいこうとしているのか、国際

的な試験研究の状況、我が国の取組や今後の展望などが問われた。 

文部科学省より、近年はカーボンニュートラルに向けた動きの中、政府主導による科学

的、技術的進展もあり、諸外国で民間投資が増加、研究開発競争が加速し、アメリカある

いはイギリスでは政府による独自の取組が力強く進められていると認識している。その上

で、我が国も2023年４月に国家戦略を初めて策定し、技術開発や産業育成など関係省庁が

一丸となって取り組んでおり、文部科学省も、ＩＴＥＲ計画等の着実な実施や、これまで

培った技術や人材の最大限の活用、国際連携の活用、原型炉に必要な基盤整備の加速など

フュージョンエネルギーの早期実現に向けて取り組んでいく旨答弁があった50。 

 

（５）核融合と共通性がある分野の技術開発等への支援 

 核融合と共通性のある分野の技術開発等への支援に対する具体的な想定について問わ

れた。 

 経済産業省は、例えば、先進的なレーザー技術は、炭素繊維複合材料等加工しにくい材

料を高精度、高速で加工する用途として期待されているほか、将来的にはレーザー核融合

領域にも応用され得る技術と考えている。また、こうした核融合にも応用され得る将来性

のある技術開発に取り組む事業者に対し、既存事業の活用等により研究開発等の支援を行

い、その技術の確立や高度化を支えていくことを想定しているとした51。 

 

（６）アメリカ企業等との連携による実用化の可能性 

アメリカのスタートアップ企業の中に、2030年代の終わりから2040年代にかけて出力40

万キロワット級の小型炉を年間100基以上建設可能な企業があるとされていることに関し、

こうした企業との連携の可能性について問われた。 

齋藤経済産業大臣より、2024年４月10日の日米首脳共同声明では、核融合の実証と商業

化の加速に向けた日米連携のための戦略的パートナーシップが発表され、大学、国立研究

所、民間企業を含む日米協力を進めることになり、経済産業省も早期の社会実装には研究

開発の加速が重要と認識し、内閣府や文部科学省とも連携しつつ、核融合と共通性のある

分野の技術開発等への支援を検討していく旨答弁があった52。 

 

６．おわりに 

2025年６月に改定された「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」は、民間投

資を促進するための環境整備や国際連携の強化などが打ち出されており、産学官が一体と

なって取組を加速していく新しい局面に入ったとも考えられる。また、同戦略では、2030

年代の発電実証を目指すことが明記され、前述のように、社会実装タスクフォースにおい

 
50 第 213 回国会参議院資源エネルギー・持続可能社会に関する調査会会議録第５号６頁（2024.5.15） 
51 第 213 回国会参議院経済産業委員会会議録第８号 28 頁（2024.5.9） 
52 第 213 回国会参議院経済産業委員会会議録第８号 28 頁（2024.5.9） 
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て、必要な官民の取組を含めた工程表が2025年度中に策定される予定であり、注目される。 

同戦略の実効性を高めていくためにも、今後、様々な課題を乗り越えていく必要がある。

特に巨額の資金が必要と考えられるフュージョン装置の研究開発や建設、運用などについ

て、その持続可能性をどのように確保していくのか、フュージョンエネルギーの研究成果

を社会実装につなげるための規制や制度をどのように迅速に整備していくのかといった点

は中心的な課題として挙げられる。また、2025年３月に「フュージョンエネルギーの実現

に向けた安全確保の基本的な考え方」が取りまとめられたが、フュージョン装置の立地や

建設に当たり、安全性だけでなく、経済波及効果もあわせて示すなど、透明性ある情報公

開を進めることにより、国民や地域社会の理解、協力等も得ていく必要がある。さらに、

世界ではフュージョン関連技術への民間投資が急増し、アメリカやイギリス等では国家戦

略も策定されているが、技術的優位性がある我が国が他国に技術を提供するだけでは国内

の産業化が遅れ、市場競争に敗れるリスクも指摘される53。このため、産業競争力の強化に

向けて、人材の育成、強化や、サプライチェーン、官民連携の構築、推進が一層求められ

る。 

依然として、技術的な課題を始め、高額な初期投資の確保や産業競争力の強化、地域社

会の理解など様々な壁があるものの、国際的な研究の進展や民間企業の参入などにより、

実用化に向けた道筋は見えつつある。フュージョンエネルギーがもたらす未来に期待を寄

せつつ、今後も引き続き、その動向について注視していきたい。 

 

【参考文献】 

山﨑耕造『よくわかる最新核融合の基本と仕組み』（秀和システム、2023年） 

市村拓斗『再生可能エネルギーの「現実」と「未来」がよくわかる本』（東京書籍、2024

年） 

斉藤壮司、佐藤雅哉『核エネルギー革命2030 核融合と４種の新型原子炉がひらく脱炭

素新ビジネス』（株式会社日経ＢＰ、2024年） 

岡﨑隆司『核融合エネルギーの基礎』（理工図書株式会社、2024年） 

核融合エネルギーフォーラム書籍編集委員会江尻晶ほか『世界が驚く技術革命 フュー

ジョンエネルギー』（Ｃ＆Ｒ研究所、2025年） 

 

（やました よしひろ） 

 
53 改定「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」３頁、自由民主党科学技術・イノベーション戦略調

査会フュージョンエネルギーＰＴ「世界一の『フュージョン産業エコシステム』の逸早い構築への提言」１

頁 


